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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

内　線

E-mail

担
当
課

企画部 情報統計課 情報システム推進室

5122

infosys@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 セキュリティ対策費

02 08 01

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 5-11 部・課

23年度事業費の主な内訳

千円 19,284 22,269 ・需用費(ウイルス対策ソフト更新料)：6,066千円
・賃借料(セキュリティ対策用ソフト、サーバ賃借料)：12,298
千円

千円 17,808

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

　長野県情報セキュリティポリシーに基づき情報セキュリティ対策を実施し、高度で信頼できる情報セキュリティ環境を実現す
る。

対　象 　職員及び行政情報ネットワーク

目指すべき姿

事業内容
・ウィルス対策のための機器やウィルス対策ソフト等により、行政情報ネットワークを適正に管理する。

・情報セキュリティに関する研修及び県の機関を対象にシステム監査に併せて情報セキュリティ監査を実施する。

　職員すべてが長野県情報セキュリティポリシーを理解し、ネットワーク管理者や職員が情報セキュリティ対策を実施すること
により、高度で信頼のできる情報セキュリティ環境を目指す。

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

千円

千円

長野県情報セキュリティポリシー

実施方法
国庫･
県単

　県が直接実施 県単独事業

実施期間 H13 根拠法令等

千円

1 1 1人

8,317 8,258 8,258

23年度 24年度（当初）

17,808 22,269

―

18,463

18,364

18,364

左記以外のH23年度実績

・情報セキュリティポリシーの遵守状況を検証するために、
本庁各課及び現地機関10箇所に対して監査を実施した。

（効率指標　算出式）
概算事業費/情報セキュリティ研修受講者数

22年度

2,210

3

0 0

0

26,125 26,622 30,527

件 2

件

単位

情報ネットワークへの被害件数（成）

事業成果・評価

■　増加

□　余地なし

県の関与を見直す
余地

千円/人

③
事
業
実
績
<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
情報セキュリティ研修

12 12

情報セキュリティ研修受講者数(活) 人 2,716

0

情報セキュリティ事故件数(成)

成果指標・活動指標内容

2,500

23年度 24年度（見込）

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

　県民の権利、利益を守り、行政に対する信頼を確保する上で、県の保有する個人情報等の重要な情報資産を漏
えい、改ざん等の脅威から防御することが不可欠であり、引き続き、情報セキュリティ対策を講じていく必要がある。

特記事項

□　余地あり

⑤
事
業
の
課
題 事業改善（有効性・
効率性）の余地

・ＩＴを活用する機会が増加する一方、情報セキュリティ上におけ
る攻撃が多様化、巧妙化しており、セキュリティ対策のニーズは
増加している。
・職員のセキュリティ意識高揚とハード面、ソフト面によるセキュリ
ティ対策を引き続き講じていく。

評価区分

10

区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化

b
期待どおり

□　横ばい

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23)

■　余地なし □　当面余地なし

・情報セキュリティ研修会を開催し、2,500人程度の
受講者に対して制度への理解を図る。
・情報ネットワーク内の情報資産の適正な管理やセ
キュリティ対策により、情報ネットワーク等への重大
な影響を及ぼすような被害や事故をなくす。

・情報セキュリティ研修においては、目標より290人下回ったが、2,210人(対
目標値88％)の受講者に対して実施することができた。
・適切なセキュリティ対策により、行政情報ネットワーク及びネットワーク内の
情報資産に対して重大な影響を及ぼす事案はなかった。

□　減少 判
定
の
説
明■　当面余地なし □　余地あり


